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第１７回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日 時  ２０１５年３月３１日（火）１０：３０～１０：３８ 

 

２．場 所  中央合同庁舎８号館５階共用Ｃ会議室 

 

３．出席者  原子力委員会 

        岡委員長、中西委員 

       内閣府 原子力政策担当室 

        室谷参事官、須之内参事官補佐 

 

４．議  題 

 （１）特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律に基づく特定放射性廃棄物の最終処分に関

する基本方針について（答申） 

 （２）その他 

 

５．配付資料 

 （１－１）特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律に基づく特定放射性廃棄物の最終処分 

      に関する基本方針の改定について（答申） 

 （１－２）特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律に基づく特定放射性廃棄物の最終処分 

      に関する基本方針について 

 （ ２ ）第８回原子力委員会定例会議議事録 

 

６．審議事項 

（岡委員長）それでは、時間になりましたので、ただいまから第１７回原子力委員会を開催い

たします。 

  本日の議題、一つ目が、特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律に基づく特定放射性廃

棄物の最終処分に関する基本方針について（答申）です。二つ目が、その他です。 

  まず一つ目の議題について、事務局から御説明をお願いします。 

（室谷参事官）ありがとうございます。 
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  特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律に基づく特定放射性廃棄物の最終処分に関する

基本方針について、平成２７年２月１９日付で経済産業省より原子力委員会に意見照会があ

り、平成２７年２月２４日に開催した第８回原子力委員会において、経済産業省より御説明

をいただきました。本日は、この意見照会に対する答申について、御審議をお願いいたしま

す。事務局、須之内参事官補佐より答申の案について読み上げをお願いいたします。 

（須之内参事官補佐）それでは、答申案について読み上げさせていただきます。資料第１－１

をごらんください。 

  特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律に基づく特定放射性廃棄物の最終処分に関する

基本方針の改定について（答申）。 

  原子力委員会は、平成２７年２月１９日付、２０１５０２１８資第１１号をもって特定放

射性廃棄物の最終処分に関する法律（以下、「法」という。）第３条第６項において準用す

る同条第３項の規定に基づき意見を求められた特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律に

基づく特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針（以下、「基本方針」という。）につ

いては、概ね妥当なものと認める。 

  他方、最終処分制度が創設されて以降、最終処分事業が進捗していないことについての深

刻な反省を踏まえる必要がある。今後の政府の取組には、最新の科学的知見を取り入れてい

くとともに、最終処分に関する国民との相互理解を深め、最終処分事業を円滑に推進するた

めの社会的側面に関する海外での検討・考察も参照しつつ、説明責任を果たし、国民と最終

処分に関する認識の共有を重ねる努力をすることが求められている。 

  こうした中、経済産業省においては、今後、法第４条に基づき「特定放射性廃棄物の最終

処分に関する計画」（以下、「最終処分計画」という。）を定め、実施するに当たって、基

本方針において記述された諸取組に関して、明確な目標、責任主体及び達成時期を明らかに

した上で、ＰＤＣＡ（Plan-Do-Check-Action）サイクルを回して取組の改善を図りつつ実施

することを求める。また、定期的に、取組の成果、評価意見に対する回答及び改善点を含む

対応方針を明らかにし、原子力委員会に報告するとともに、報告内容を公開することを求め

る。原子力委員会としては、法の規定に則りつつ、最終処分計画等について定期的に報告を

受け、意見を述べるなど所要の役割を果たしていく。 

  以上です。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  今日は阿部先生が出張で不在ですが、原子力委員会は改正後、２名でも成立するというこ
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とで、今日はやらせていただいております。 

  それでは議論を行いたいと思います。 

  中西委員、お願いします。 

（中西委員）ここに書いてありますように、概ね妥当だと思いますが、既に特出しに書いてご

ざいますように、まず将来、科学的な知見が変わるかもしれないことと、それを十分取り入

れて、フレキシブルな対応をお願いしたいということが最初の点です。そしてそこの下に特

出しで、国民との相互理解を深め、円滑に進めたいということがありますが、今までなぜこ

れだけ進まなかったのかということをきちんと踏まえて、これから国民との相互理解を深め

ることをきちんと進めていただきたいと思っております。  

  また、その下に書いてございます、ＰＤＣＡのことも、単にＰＤＣＡを回すということは

簡単かもしれないのですが、最後の評価をしてからアクションをするまで、つまり評価をき

ちんと生かしていくというところが一番大切なところと思います。一番下に書いてございま

すように、定期的に報告を受けて、意見を述べる機会をさせていただけたらと思っておりま

す。 

  以上でございます。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  私も、ここに書かせていただいておるんですけれども、国民の非常に関心が高い事項で、

国民によく説明をしてということが非常に重要であるということ。特に最終処分、地層処分

は、現世代の責任であるというようなこととか、次の世代に対する負担の考え方、地層処分

がどうして諸外国で考えられているのかとか、社会的側面も含めて、まずよく御説明をする

必要があると思います。社会的側面というのは、日本特有ではないといいますか、地層処分

の非常に特異なところは、人間の社会の歴史を超えて長期間かかる可能性があるということ

です。これは世界共通です。社会的な面からのいろいろな考察が、国際機関とか米国の科学

アカデミー等でなされております。そういうものの検討結果も参考にして、なぜ現世代の責

任なのか、あるいはなぜ地層処分なのかとか、次の世代に対する負担の点でなぜ地層処分か

というようなところをきちんと説明をするということが、技術的な点とともに非常に重要だ

と思います。 

  それから、あと下に書いてありますことは、改善を図りつつ実施をしていくということで、

取組のチェック・アンド・レビューをみずから行いながら進めていただきたいと。それを報

告を受けて、しかも、それを国民にも見えるようにしたほうがいいということを書いてござ
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います。 

  資料１－２は、前の第８回に配った資料でして、これに方針として、いろいろなことが書

かれておりまして、概ね妥当であるというふうに委員会としては判断をしております。 

  そのほかございませんでしょうか。 

  それでは、意見がないようですので、このとおり答申することでよろしいでしょうか。 

  御異議はないようですので、案のとおり答申することといたします。 

  次に議題２について、事務局から説明をお願いいたします。 

（室谷参事官）ありがとうございます。 

  資料第２号として、第８回原子力委員会議事録を配付いたしております。 

  今後の会議の予定について御案内を申し上げたいと思います。次回第１８回原子力委員会

につきましては、原子力利用の基本的考え方について、原子力損害賠償・廃炉等支援機構、

副理事長の山名元様から御意見を伺う予定でございます。開催日時は４月７日火曜日９時３

０分からでございます。開催場所は中央合同庁舎８号館５階の共用Ｃ会議室となっておりま

す。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

（岡委員長）そのほか、委員から御発言ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

  それでは、本日の委員会はこれで終わります。 

  ありがとうございました。 
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